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取締り活動ガイドラインの策定及び公表について

標記の件については、「道路交通法の一部を改正する法律の一部の施行等に伴う交通

警察の運営について」（平成１７年３月２２日付、警察庁丙交指発第１４号等）第２の

２（１）において示されていたところであるが、さらに、特に留意する事項が「取締り

活動ガイドラインの策定及び公表について」（平成１７年５月３０日付、警察庁丁交指

発第８８号）により定められたことから、本県における対応については、下記のとおり

とするので、事務処理上遺憾のないようにされたい。

記

第１ 確認事務を委託する警察署におけるガイドライン

確認事務を委託する警察署においては、主として放置車両確認機関が放置車両の

確認等を行うこととなるが、これに従事する駐車監視員の活動が公平かつ適正に行

われると共にその透明性を確保するため、駐車監視員が重点的に活動する路線、地

域等を定めた「駐車監視員活動ガイドライン」を以下により策定、公表すること。

１ 駐車監視員活動ガイドラインに定める事項

（1） 活動方針

駐車監視員が、ガイドラインに定める路線、地域等を重点に巡回し、放置車両

の確認等を実施する旨を明記する。

(2) 重点路線及び重点地域

駐車監視員が放置車両の確認等を行うにあたり、重点的に巡回すべき路線及び

地域を定める。

なお、重点路線及び重点地域については、改正道交法第５１条の１２第１項の

規定により警察署長が公示した区域（放置車両確認機関が確認事務を行う区域）

の範囲内とし、違法駐車の実態等に応じて巡回の頻度等を勘案し、最重点路線・

地域と重点路線・地域に区分する。

(3) 重点時間帯

違法駐車の実態等を勘案し、必要に応じて、上記⑵の路線・地域ごとに、駐車

監視員が重点的に巡回を行う時間帯を定める。

(4) 自動二輪車等に関する事項

自動二輪車及び原動機付自転車については、各自治体における放置自転車等の



整理、撤去等に関する条例、計画等との整合を図ると共に、必要に応じて、これ

らの車種の放置車両を確認するために重点的に巡回すべき路線、地域及び時間帯

を重点路線・地域及び重点時間帯の範囲内で抽出して定める。

２ 駐車監視員活動ガイドラインの策定手順

(1) 駐車監視員活動ガイドライン(案)の作成

駐車監視員活動ガイドラインを策定しようとする警察署長は、以下の事項を中

心とし、管内の駐車実態を的確に把握した上でガイドライン(案)を作成する。

ア 違法駐車の状況

イ 違法駐車がその一因になったと認められる交通事故の発生状況

ウ 違法駐車に起因する交通渋滞の発生状況

エ 違法駐車取締りに関する地域住民等の意見、要望

(2) 地域住民等の意見、要望の把握

地域住民等の意見、要望の把握については、以下によることとするが、警察署

協議会における意見、要望の聴取については、可能な限り実施すること。

ア 警察署協議会における意見、要望の聴取

イ 交番、駐在所連絡協議会等における意見、要望の聴取

ウ 地域交通安全活動推進委員協議会における意見、要望の聴取

エ 各自治体の交通関係部署、道路管理者等からの意見、要望の聴取

オ １１０番その他の方法による苦情、要望の分析

(3) 駐車監視員活動ガイドラインの決定

警察署長は、上記(1)により作成した駐車監視員活動ガイドライン(案)を交通

指導課に報告し、調整を行った上で、駐車監視員活動ガイドラインを決定する。

３ 駐車監視員活動ガイドラインの見直し

駐車監視員活動ガイドラインは、原則として１年に１回程度、管内の駐車実態の

変化や交通規制の見直しの状況等を踏まえ、内容の見直しを行う。

なお、ガイドラインは、違法駐車の実態等に即したものとすべきものであること

から、違法駐車の実態等に大きな変化が見られた場合には、随時、見直しを行うこ

と。

４ 駐車監視員活動ガイドラインの公表

策(改)定した駐車監視員活動ガイドラインの公表にあたっては、県警ホームペー

ジや掲示板、ミニ広報紙、各自治体の広報誌等に掲載する等により、幅広く効果的

な広報活動を実施して周知を図ること。

５ 放置車両確認機関に対する指導教養の徹底

警察署長は、放置車両確認機関及び駐車監視員に対して、駐車監視員活動ガイド

ラインの趣旨及び内容を周知徹底させ、駐車監視員の活動については、ガイドライ

ンに定める事項を重点として実施させること。



第２ 確認事務の委託を行わない警察署におけるガイドライン

確認事務の委託を行わない警察署においては、管内の違法駐車の実態を勘案し、

重点を明らかにして計画的な取締りを行うことによる違法駐車抑止効果に大きな効

果があると認められる場合に、駐車監視員活動ガイドラインの策定に準じて「違法

駐車取締り活動方針」を策定すること。

なお、この場合においては、取締り活動が「違法駐車取締り活動方針」に定める

重点地域等に限定される等の誤解が生じないように留意すること。


